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事務事業名称 担当部署 
内部評価  

(最終評価 ) 

事務事業見直し

プラン 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度（８月） 

見直しプランの

達成状況 

見直しプランの

達成状況 

見直しプランの達

成状況 

・達成済 

・一部達成 

・検討中 

見直しプランの達成状況 

コミュニティセン

ター等管理委託 

市民対話

課 
現状維持 

今後の施設整

備計画、管理の

あり方につい

て、地元自治会

等と協議を進め

る。 

【一部達成】 

公共施設等管

理計画に基づ

き、福浦地区コ

ミュニティセン

ターの計画的な

改修を推進する

とともに、原校

区多目的施設に

ついては地元の

全面管理への移

行も含めて協議

を行っていく。 

【一部達成】 

公共施設等管

理計画に基づ

き、福浦地区コ

ミュニティセン

ターの計画的な

改修を推進する

とともに、原校

区多目的施設に

ついては地元の

全面管理への移

行も含めて協議

を行っていく。 

【一部達成】 

福浦地区コミュ

ニティセンターに

ついては、公共施

設等管理計画に基

づき、計画的な改

修を推進する。 

原校区多目的施

設については地元

自治会への移譲に

ついて了解が得ら

れない状況であ

る。 

達成済 公共施設等管理計画に基

づき、福浦地区コミュニテ

ィセンターの計画的な改修

を推進するとともに、原校

区多目的施設については今

後の施設整備計画、管理の

あり方について引き続き協

議を進める。 

 

文化とみどり財団

補助金 

市民対話

課 
改善 

花苗は、あら

かじめ希望を聞

き、必要な施設

等に配布する方

向で検討する。  不用木の伐採
等、新たな緑化

管理の実施につ

いても検討す

る。 

【一部達成】 

地域における

不用木、支障木

の伐採等の実施

について、公園

施設管理協会の

取り組みを推進

している。 

【一部達成】 

地域における

不用木、支障木

の伐採等の実施

について、公園

施設管理協会の

取り組みを推進

している。 

【一部達成】 

花苗の配布につ

いては、必要量を

把握したうえで調

達している。 

新たな緑化管理

の実施について

は、業務量の増加

は困難な状況であ

る。 

達成済 花苗の配布については、

必要量を把握したうえで調

達している。 

不用木、支障木の伐採等

の実施については、文化と

みどり財団の取り組みを推

進する。 

商業活性化対策事

業 
商工課 現状維持 

商業団体と現

行制度の課題に

ついて検討・協

議を行うととも

に、引き続き連

携して、空き店

舗のデータベー

ス化や制度周知

に取り組み、空

き店舗の解消、

商店街のにぎわ

い等、活性化を

図っていく。 

 

【一部達成】 

空き店舗等の

情報や支援制度

について、市ホ

ームページを通

じて周知し、空

き店舗の解消や

商店街のにぎわ

いづくり、地域

の活性化を図っ

ていく。 

【一部達成】 

空き店舗等の

情報や支援制度

について、市ホ

ームページを通

じて周知し、空

き店舗の解消や

商店街のにぎわ

いづくり、地域

の活性化を図っ

ていく。 

【一部達成】 

空き店舗等の情

報や支援制度につ

いて、市ホームペ

ージを通じて周知

し、空き店舗の解

消や商店街のにぎ

わいづくり、地域

の活性化を図って

いく。 

一部達成 

空き店舗等の支援制度に

ついて、市ホームページを

通じて周知するとともに、

商店街とも協力して空き店

舗の解消や商店街のにぎわ

いづくり、地域の活性化を

図っていく。 
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事務事業名称 担当部署 
内部評価  

(最終評価 ) 

事務事業見直し

プラン 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度（８月） 

見直しプランの

達成状況 

見直しプランの

達成状況 

見直しプランの達

成状況 

・達成済 

・一部達成 

・検討中 

見直しプランの達成状況 

赤穂ブランド推進

事業 

農林水産

課 
現状維持 

赤穂市総合戦

略目標年度であ

る平成３１年度

に赤穂ブランド

を構築するた

め、生産者及び

観光・商工業関

係省と協議を行

う。 

【検討中】 

県や西播磨圏

域でも認証制度

等が乱立し、十

分な効果を生ん

でいるとは言い

難い状況であ

り、赤穂独自の

認証制度の構築

は、時期尚早で

ある。 

当面は、赤穂

を代表するブラ

ンドとなる可能

性をもつ産品や

加工品を育成す

べく、生産者の

支援に取り 組

み、生産者にと

って有意義な制

度を構築するた

め、調査研究を

継続する。 

【検討中】 

赤穂を代表す

るブランドとな

る産品や加工品

を育成するため

に、生産者との

意見交換会を実

施したが、赤穂

独自の認証制度

の構築は時期尚

早となった。 

今後について

は、更に生産者

やその他団体等

と意見交換や協

議を重ね、有効

的な制度を構築

するための調査

研究を行う。 

【一部達成】 

生産者等との意

見交換をふまえ、

ブランド力向上の

取り組みととも

に、地理的表示

（GI）保護制度や

地域団体商標の登

録等によるブラン

ド価値を保護する

取り組みを支援す

る方針。  令和２年度に赤
穂市漁協による牡

蠣の地域団体商標

の登録申請を支援

する。 

一部達成 

 令和２年度に引き続いて
赤穂市漁協による牡蠣の地

域団体商標の登録申請を支

援し、その後発展的に地理

的表示（GI）保護制度を利

用できるか検討を行う。 

また、牡蠣以外でもブラ

ンド価値を保護する取り組

みを行えるか、引き続き検

討を行っていく。 

 

（土地改良事業補

助）団体営土地改

良事業補助 

農林水産

課 
現状維持 

農業者の高齢

化や後継者不足

など農業者数

（組合員数）が

減少し農業環境

が厳しさを増す

中ではあるが、

今後も自主運営

に向け更なる指

導を行いな が

ら、広大な受益

面積に係る農業

用施設の適正な

維持管理に努め

【一部達成】 

赤穂土地改良

区の広大な受益

面積に係る農業

用施設の適正か

つ効果的な維持

管理に努めなが

ら、自主運営に

向け、継続的に

指導を行いた

い。 

【一部達成】 

赤穂土地改良

区の広大な受益

面積に係る農業

用施設の適正か

つ効果的な維持

管理に努めた。 

今後について

も、自主運営に

向け、継続的に

指導を行う。 

 

【一部達成】 

赤穂土地改良区

の組合員の高齢化

や後継者不足が進

行しており、受益

地にある多くの農

業用施設の維持管

理に支障が生じて

いる。 

今後も継続的な支

援が必要である

が、農業者自身が

能動的に運営に携

われるよう指導・

 

 

 

 

 

 

一部達成 

赤穂土地改良区の組合員

の高齢化や後継者不足が進

行しており、受益地にある

多くの農業用施設の維持管

理に支障が生じている。 

今後も継続的な支援を行

い、農業者が能動的に運営

に携われるように、また後

継者を育成できるように指

導・助言を行う。 
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事務事業名称 担当部署 
内部評価  

(最終評価 ) 

事務事業見直し

プラン 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度（８月） 

見直しプランの

達成状況 

見直しプランの

達成状況 

見直しプランの達

成状況 

・達成済 

・一部達成 

・検討中 

見直しプランの達成状況 

る。 

 

助言を行う。 

学習支援教員配置

事業 

学校教育

課 
現状維持 

引き続き、児

童数の推移を注

視し、児童一人

一人の学びを支

える学習活動に

なるよう教員を

配置する。 

【一部達成】 

県による加配

措置を優先しな

がら、複式学級

を解消すべく教

員の配置を行っ

ているが、県費

職員と同一労働

でありながら同

一程度の賃金が

保障されていな

いことが課題と

なっている。 

 

【一部達成】 

県による複式

解消のための加

配措置を補う教

員を配置するだ

けでなく、本来

の「学習を支援

する教員」とし

ての弾力的な配

置ができるよ

う、会計年度任

用職員としての

採用が可能とな

るよう努める。 

 

【一部達成】 

令和３年度以

降、市内に複式学

級ができるため、

その解消に向け

て、県の事業も活

用しながら、学習

支援員の配置を進

めていく。 

一部達成 

 

令和３年度は１校１学級

が複式学級となるため、県

費負担教員の加配と併せて

学習支援教員を配置し、き

め細かな学習環境を整える

ことができている。引き続

き、令和４年度以降も複式

学級となる学年に対して学

習支援教員を配置し、子ど

もたちの学びを支えていけ

るよう本事業を継続・拡充

していく必要がある。 

 


